
金山町危険ブロック塀等除却費用補助金交付要綱を次のように定める。 

 

   令和３年３月１１日 

         金 山 町 長  佐 藤 英 司 

 

金山町告示第１７号 

金山町危険ブロック塀等除却費用補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、道路等の通行者の安全を確保し、事故を未然に防止するため、道路等に面し、地

震等の自然災害により倒壊の危険性が高いブロック塀等の所有者等が当該ブロック塀等を除却又は一

部除却する費用に対して、金山町長が予算の範囲内において交付する補助金に関し、金山町補助金等

の適正化に関する規則（昭和４８年金山町規則第１号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 道路等 金山町耐震改修促進計画に定める避難路及び公共施設に隣接する境界をいう。 

⑵ ブロック塀等 コンクリートブロック造、石造、れんが造その他の組積造による塀（基礎部分、

笠木、控え壁を含む。）をいう。 

⑶ 耐震診断 平成３０年６月２１日付け国住指第１１３０号において通知された「ブロック塀の

点検のチェックポイント」による点検により、ブロック塀等の安全性を点検することをいう。 

⑷ 危険ブロック塀等 道路等に面し、道路等面からの高さ（基礎及び擁壁の高さを含む。）が１

メートルを超えたもの又は擁壁上に設置してある場合にはブロック塀等の高さが６０センチメー

トルを超えたもので、耐震診断によって１項目以上の不適合があるブロック塀等 

⑸ 除却 ブロック塀等を基礎まで含めて解体し撤去（当該ブロック塀等が擁壁上に組積してある

場合は、擁壁を除くブロック塀等の撤去）する工事をいう。 

⑹ 一部除却 ブロック塀等の一部を解体し、高さを道路等面（当該ブロック塀等が擁壁上に組積

してある場合は、擁壁上からの高さ）から６０センチメートル以下にする工事をいう。 

⑺ 所有者等 ブロック塀等の所有者又はブロック塀等が組積された土地の所有者（国、地方公共

団体、独立行政法人等を除く。）をいう。 



⑻ 町内建設業者等 建設業法（昭和２４年法律第１００号）別表第１に掲げる土木工事業、建築

工事業若しくは解体工事業に係る同法第３条第１項の規定による許可又は建設工事に係る資源の

再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０４号）第２１条第１項の規定による解体工事業

の登録を受け、かつ、町内に会社の本店又は支店を有する建設業者をいう。 

（補助対象工事） 

第３条 補助金の交付の対象となる工事（以下「対象工事」という。）は、次の各号に掲げるすべて

を満たすものとする。 

⑴ 町内で道路等に面する危険ブロック塀等を除却又は一部除却する工事であること。 

⑵ 過去に本補助金の交付を受けたことのある土地に存する危険ブロック塀等を除却又は一部除却

する工事でないこと。 

⑶ 公共事業の施行に伴う補償を受ける工事でないこと。 

⑷ 販売を目的として建築物の解体工事や整地を行う際に危険ブロック塀等を除却する工事でない

こと。 

２ 危険ブロック塀の撤去後、ブロック塀等を新たに設置する場合は、建築基準法（昭和２５年法律

第２０１号）をはじめとする各種法令を遵守すること。再設置費は補助対象外とする。 

（交付対象者） 

第４条 補助金の交付対象となる者は、対象工事を行う者で、次の各号に掲げる内容を全て満たす者

（以下「補助対象者」という。）とする。 

⑴ 所有者等であること。 

⑵ 前号に掲げた者について、町に納付する税・公金等に滞納がないこと。 

⑶ 金山町暴力団排除条例（平成２３年１２月１６日条例第１１号）第２条第２号に規定する暴力

団員及び第３号に規定する暴力団員等でないこと。 

⑷ 第７条の規定による通知を受けた日以降に、町内建設業者等と前条に掲げる対象工事の実施に

係る契約を締結し、着手する者であること。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、除却又は一部除却に要する工事費の３分の２又は当該ブロック塀等の延長１

メートルあたり２万円を乗じて得た額のいずれか少ない額とし、１件あたり１２万円を限度とする。

ただし、千円未満に端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

２ 前項の延長には、控え壁にかかる部分を含む。 



３ 鋼製フェンスその他これらに類するもの、門柱又は門扉（以下「鋼製フェンス等」という。）を

混用しているブロック塀等にあっては、鋼製フェンス等の除却に係る費用は対象外とする。 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする補助対象者（以下「申請者」という。）は、工事着手前に規

則第６条に規定する補助金等交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて提出するもの

とする。 

⑴ 耐震診断を実施した「ブロック塀の点検のチェックポイント」 

⑵ 見積書等 

⑶ 除却しようとするブロック塀等の位置図、平面図及び立面図 

⑷ 工事前の現場写真（除却するブロック塀等の状況が把握できるもの） 

⑸ その他町長が必要と認める書類 

（補助金の交付の決定） 

第７条 町長は、補助金の交付の申請があった場合においては、規則第７条の規定によりその適否を

審査し、適当と認めたときは、速やかに補助金の交付を決定し、規則第１０条に規定する補助金等

交付決定通知書（様式第２号）により通知するものとする。  

（補助金の交付条件） 

第８条 交付決定を受けた申請者（以下「補助決定者」という。）は、補助金を補助の目的以外に使

用してはならない。 

２ 町長は前条の規定により交付決定をするときは、次の条件を付すものとする。 

⑴ 補助金の交付を受ける権利を第三者に譲渡し、又は担保に供してはならないこと。 

 ⑵ 対象工事の遂行が困難となった場合は、速やかに町長に報告し、その指示を受けること。 

 ⑶ 前２号に規定するもののほか、町長が必要と認める事項 

（補助事業等の変更、中止及び廃止の条件） 

第９条 規則第８条第１号イに規定する補助事業等の軽微な変更は、補助事業の額に変更が生じる以

外の変更とする。 

２ 規則第８条第１号の規定により補助事業の変更、中止及び廃止について町長の承認を受けようと

するときは、速やかに町長へ報告してその指示により必要な書類を提出しなければならない。 

（実績報告） 

第１０条 補助決定者は、補助対象工事が完了したときは、当該工事の完了日から起算して３０日を



経過した日又は補助金の交付決定があった日の属する年度の２月末日のいずれか早い日までに、規

則第１３条に規定する補助事業等実績報告書（様式第３号）に、次に掲げる書類を添えて提出する

ものとする。 

⑴ 工事前、工事中及び工事完了時の現場写真 

⑵ 工事に係る工事請負契約書の写し 

⑶ 工事に係る費用内訳書 

⑷ 工事に係る領収書の写し 

⑸ その他町長が必要と認める書類 

（補助金の額確定等） 

第１１条 町長は、前条の報告を受けた場合は、補助金等の書類の審査及び必要に応じて行う現地調

査等により、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適

合するものであるかどうかを調査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定する

ものとする。 

（適用除外） 

第１２条 本要綱は、次に掲げる場合には適用しない。 

⑴ 建築基準法を含めた他の法令を順守しない又はこれら法令に定める所定の申請等を適切に行わ

ない場合 

⑵ 申請した工事について、金山町の他制度による補助金との重複申請がある場合 

⑶ 工事申請年度に、本要綱に定める補助金の交付を既に受けた場合。若しくは受けようとしてい

る場合 

⑷ 国、県及び町の事業に係る補償費等を受給するかわりに工事を行う場合 

（補助金の取消し及び返還） 

第１３条 町長は、補助金の交付を受けた者が前条までの規定に違反した場合は、その補助金の取消

し及び返還を命ずることができる。 

（補則） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 


